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第１　ハラスメント事例から考える
　１　＜割愛＞
　２　Ｓさん職場復帰拒否・退職強要事件
　(1) 事案の概要
　Ｓさんは骨折をして、5ヶ月の病気休職をした。8割なら業務可能、身体に負担をかけないようにすべきという条件つきながら、医師の許可がおりたので、Ｓさんが復職を求めたところ、職場では、復職を拒否し、医師の診断書を書き直させるに至った。
　6ヶ月のところで、再度復職を求めたところ、しぶしぶ職場復帰を認めたが、通常1ヶ月ごとにシフトを決定するところ、Ｓさんにだけ週単位ごとのシフトを組み、業務内容も軽減させなかった。そのため、Ｓさんは身体の負担が重く感じ、今後の就労継続に不安を感じたため、復職後3週間目に提案された早期退職募集に応じた。定年をあと3年残していた。
　Ｓさんは、職場の配慮不足が、Ｓさんを退職に追い込んだとして、平成22年8月提訴。
　平成24年12月、東京地裁で和解成立。
　(2) この事例の論点
・職場復帰を拒むなどということができるのか？
・安全配慮義務として職場はいかなることに対応しなければならないか？
・安全配慮義務違反が肯定され、損害賠償が発生するか？
　３　２つの事例を通じて考えたこと
　(1) 「法令が職場で生きない」ことと、その影響
　・労働法は順守されていない～使用者の従業員の人格保全の態度の問題、労働者の雇用の確保の問題で顕著。
　・生活破壊にとどまらない人間破壊をもたらす。一度破壊されると復旧は困難。
　・「安全配慮義務違反」のハードルは高い。
　(2) 感銘を受けた労働組合の力
　　Ｎさん事件で運動がもたらした裁判への影響、組合の発展
もし労働組合抜きで裁判をたたかったら、どんな結論だったか。
組合抜きであれば、事実のひどさと証拠の多寡で決まってしまう。
第２　現代のセクシャルハラスメント、パワーハラスメント
　１　定義
セクシャルハラスメント＝「相手方の意に反する性的言動」
　平成18年の厚生労働省告示では、「職場において行われる性的な言動に対するその雇用する労働者の対応により当該労働者がその労働条件につき不利益を受け、または当該性的な言動により当該労働者の就業環境が害されること」とされている。
パワーハラスメント＝「同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に、業務の適正な範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為」（厚生労働省の検討）
　　　＊法律上の定義ではない点に注意
　２　ハラスメントとして多い行為
　　　　　不必要あるいは過度に強度の叱責
　　　　　不要あるいは物理的に非常に量の多い仕事の押しつけ
　　　　　本人にとって屈辱的な仕事の押しつけ
　　　　　逆に、全く仕事を与えない、屈辱的な仕事の取り上げ
　　　　　無視や必要な情報を回さない、物を隠す
　　　　　退職勧奨、退職強要
　　　　　言葉の暴力～人格侮蔑など、業務との関連性のない否定的言動
　　　　　有形的な暴力
第３　ハラスメント問題に対する法令上の考え方と対応策
　１　その法令上の根拠の有無
いじめの場合・パワハラの場合→これを禁ずる明確な規定はない
セクハラの場合
雇用機会均等法第１１条
　事業主はセクハラがないように雇用管理上必要な配慮をしなければならない。
労働者派遣法第４７条の２
　派遣先も派遣元も，指揮命令上，セクハラがおきないように必要な配慮をしなければならない。
　
　２　セクハラに関する法令の発達
　(1) 基本となる法律　
　　　　均等法第11条1項
　(2) 均等法の定める指針
　　　　何がセクハラに該当するかの基本的な考え方を定める。
　　　　そのほか、職場で求められる対応についても定める。
　　　　　・事業主としての方針の明確化、その周知
　　　　　・相談、苦情への対応窓口をつくる
　　　　　・発生した場合の迅速な対応
　　　　　　　事実の確認
　　　　　　　就業規則による対応
　(3) 参考になる人事院規則１０－１０
　　　　セクハラの考え方を被害者基準でまとめている。
　３　労働契約法における定め
　　　労働契約法第３条
　　　　仕事と生活の調和に対する配慮原則
　　　　　仕事と、生活が調和が取れているものになっているか－ハラスメントは、人格を侵害するがゆえに、個人としての生活にも悪影響が出る
　　　労働契約法第５条
「使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労働することができるよう、必要な配慮をするものとする」
　　↓
これは、肉体、心身の安全を問題にする古典的な安全配慮義務を定めるが、「等」に、「人格」を含むと考え、職場環境配慮義務も定められたと解釈する
　４　パワハラから守られるべき利益は何か
人格権（憲法第１３条の幸福追求権の一環）
人格権とは
「生命・身体・自由・名誉のような人格と切り離すことができない利益を内容とする権利」（五十嵐清『人格権論』一粒社）
「その自由な発展のために、第三者による侵害に対し保護されなければならない諸利益の総体」（大塚直「人格権に基づく差し止め請求」民商法雑誌１１６巻４・５号、５０１頁）
　５　人格権侵害救済の法律論
　(1) 加害者と被害者の関係では
不法行為責任（民法７０９条）
　加害者は，被害者に発生した被害について損害賠償の責任を負う
人格権に基づく差し止め
　　　刑事上の責任追及
        該当する可能性のある犯罪
　　　　　暴行，傷害，強制わいせつ，強姦，名誉毀損，侮辱，脅迫
　(2) 加害者を雇用する企業の責任
　　①　不法行為責任
使用者責任（民法７１５条）→損害賠償責任の負担
　　②　安全配慮義務という考え方の発達
いじめ、嫌がらせとの関係では、職場環境配慮義務、職場環境調整保持義務などと呼ばれる
　(3) 職場環境配慮義務の内容
　　　これはパワハラを起こさないという結果責任か？→否
　　　物的、人的整備を指す－予見可能性があり、結果回避可能性があり、かつ、使用者にとって実行しようと思えば実行できること
　(4) 職場環境配慮義務違反の効果
　　①　損害賠償責任の発生
　　　　不法行為責任における損害賠償責任との違い～時効、立証責任
  　②　均等法違反の場合の行政上の責任
　　　　　厚生労働大臣の指導、勧告
　(5) 労働災害
　　　　業務遂行性、業務起因性が認められれば、労働災害となる。
　(6) 加害者と企業の関係
　　　　懲戒処分
　６　人格権侵害に対する救済手段
　(1) 被害者の要求は何か
　　　　人格権侵害行為自体を止めさせる
　人格権侵害行為に対する加害者及びその使用者の謝罪
　人格権侵害が発生する原因の除去
　人格権侵害によって発生した被害の補償
  (2) 法的な救済手段としてはどのような選択肢があるか
　交渉（団体交渉を含む），本裁判，労働審判、労災
　７　労働災害の申請
　(1) 労働災害の要件と効果
①　要件－「業務上」
　　労働者が使用者の労働関係の支配下にあること（業務遂行性）
　　使用者の支配に伴う危険が現実かしたものと経験則上認められること（業務起因性）
②　効果
　　療養補償給付、休業補償給付、障害補償年金・一時金、遺族補償年金・一時金など
　(2) 新認定基準への該当性
　　　　これで「業務上」判断が行われる。
　　　　紙ベース資料の重要性。
第４　働きやすい職場をつくるために～厚生労働省のとりまとめ
　１　厚生労働省の検討
　厚生労働省では、「職場のいじめ・嫌がらせ」「パワーハラスメント」が近年社会問題として顕在化してきていることを踏まえ、「職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議」という会議を発足させ、2011年7月から検討を進める。2012年1月30日、このワーキンググループが、円卓会議に向けて報告書をとりまとめて提出した。これを踏まえ、円卓会議は、3月15日に「職場のパワーハラスメントの予防・解決に向けた提言」をとりまとめた。
　(1) ＷＧの報告書から
①　パワハラの定義
　職場のパワーハラスメントとは、「同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に、業務の適正な範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為」を言う。
　なお、優位性とは、職場における役職の上下関係のことではなく、当人の作業環境における立場や能力のことを指す。たとえば、部下が上司に対して客観的になんらかの優れた能力があり、これを故意に利用した場合であれば、たとえ部下であっても上司に対するパワーハラスメント行為として認められるようになる。同僚が同僚に対して行ういじめも同じ仕組み。
②　パワハラのいくつかの類型
ア　身体的な攻撃（暴行・傷害）
イ　精神的な攻撃（脅迫・暴言等）
ウ　人間関係からの切り離し（隔離・仲間外し・無視）
エ　過大な要求（業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制、仕事の妨害）
オ　過小な要求（業務上の合理性なく、能力や経験とかけ離れた程度の低い仕事を命じることや仕事を与えないこと）
カ　個の侵害（私的なことに過度に立ち入ること）。
　ただしこれらに関し、パワーハラスメントが疑われる個別のケースをよく精査することが重要であり、あくまで傾向を示したものとする。
③　ＷＧの考え方
　企業として職場のパワーハラスメントはなくすべきという方針を明確に打ち出すべき。
　その上で、事業主への留意点として、予防するために次のことを行う。
ア　トップのメッセージ
イ　ルールを決める
ウ　実態を把握する
エ　教育する
オ　周知する。
　問題が発生したとき、その解決をするために次のことを行う。
カ　相談や解決の場を設置する
キ　再発を防止する　
　企業はこれに早期に取り組むよう求められている。
　また、地方自治体に対しては、パワーハラスメントの実態について把握して明らかにし、問題の現状や課題、取り組み例などについて周知告発を行うよう求める、ということが指摘されている。
　(2) 「提言」から
ＷＧの報告書を踏まえて、これと同趣旨を、企業、労働組合、企業トップ、上司、職場の一人一人、政府や関係団体への期待といった内容で述べる。
企業や労働組合は、パワハラの概念をとらえ、ＷＧ報告書の取組を実践してもらいたい。企業トップにはパワハラのない文化作りに努めて貰いたい。自ら模範となり、その姿勢を明確に示してもらいたい。管理職には、自らは勿論部下にもパワハラをさせないということで職場を管理してもらいたい。発生した場合には解決に取り組んでもらいたい。職場の一人一人に対しては、人格の尊重をもって、コミュニケーションを適切に取るように尽力してもらいたい。国や関係団体は、ＷＧ報告書を周知し、広く対策が取られることを支援してもらいたい。
　(3) ＪＩＬＰＴ主催のシンポジウムでの発言から
　　・当面厚労省としてこの提言、ＷＧ報告の内容を周知することをしていきたい（つまりただちに何らかの法律を制定することは考えていない。）
　　・ハラスメント問題の改善の鍵は、コミュニケーション力の向上だと考えている。
　　・職場作りにあたっては、均等法11条1項の考え方を参考にすべきである。
　２　厚生労働省の検討の評価
　報告書の定義は、これまで労働法学が検討してきたパワーハラスメントの定義に基本的に沿うものであり、基本的には正当。
　類型としてあげられているものにも異論はない。
　検討すべきこととしては、まず、被害者の被害実態を詳しく把握すること。そこから発生する課題を明確にするべき。
　その上で、やはり実効的な法規制を考えるべき。
　本質的にハラスメントはいかなる問題なのかをきちんととらえるべき。ややとらえ方が表面的。
　職場にはいかなる援助が必要なのか（管理職研修などの機会や講師か？）傷病手当の制度はこれで十分なのか？職場復帰したい労働者の職業訓練の機会を設けるべきではないか？職場復帰できなくて生活保護に流れているケースはないか？あるとしたらどれくらいか？
　ハラスメント固有の問題と言うことでは、いかなる場合にこれらの事由に該当するのかについて、ある程度基準作りが出来ないか。
　また、該当する場合の慰謝料について、従来の範疇より高額なものを想定するよう提言すべき（被害者の被害実態、生活実態からその生活保障に見合う形のものを想定すべきであるし、そうしないのなら、生活保障の制度を充実させる必要がある。）。
第５　ハラスメント問題の抱える構造的な問題－人権問題としての把握を
　１　ハラスメントのもたらす被害
　(1) 被害者
　　　閉ざされた空間で逃げる場所がないがゆえに起こる重篤な被害
　　　　～心身への影響　近年はメンタルヘルス事例の増大
　　　「職場」という環境そのものを奪われる
　(2) 加害者
　　　とめどもない人間性の喪失
　　　消極的加担の場面における「罪」～多くの人が関わる
　　　就労環境の悪化～今度は自分が被害者？
　２　ハラスメントをコミュニケーションの問題に解消するのは誤りである
　　これは、「コミュニケーション力」がないから起こっているのか？
　　　　　↓
　　否である。
　　　自分がその事業にとって必要とされていると思えば、発言しやすいし、他人を攻撃しようと思えば攻撃できる。その際も、言いやすい人、言いにくい人というのはある。しかし、他人への攻撃を許さない職場の雰囲気があればいえるものではない。言われた人がどう思うか、その人が自分の家族だったらどうだろうか、ということについて想像力が働けばそういう発言はしないし、仮にしたとしても改める努力をする。これは被害を受ける側がコミュニケーションをいかにはかろうとしても食い止められるものではない。
　立場の交換不可能性があることを視野にとらえる。
　３　ハラスメント問題の本質は何か－試論
　(1) ハラスメントとは結局なんなのか
　　　　根本的には、職場にある負のエネルギーの集中砲火
　　　　見ておく必要があるのは、「立場の交換不可能性」
　　　　　　↓
　　　　職場には様々な負のエネルギーがある（長時間労働、成果主義、競争、様々な差別）。それらのエネルギーが糾合し使用者に刃となって向くようでは困る。そこで「スケープゴート」が必要になる。
　　　　ここでスケープゴートに選ばれるのは、その職場において、力関係において、もっとも劣位にある者である。
　(2) 法的なとらえ方として標準的なとらえ方
　　　　労働者の人格権（憲法第13条）の侵害
　(3) より深く憲法の問題としてとらえる
立場の交換不可能性からして、弱い者の権利を保護する思想に立つ必要がある。
　　　＜そこで＞
憲法第２５条　健康で文化的な最低限度の生活
↓
「精神の生存」の問題として位置づける
　ここから、国・自治体の対応の法的義務を導くと共に、事業主にむしろ責任が課される問題だということをはっきりさせる。
　(4) 「仕方ない」といえるか？
　　　「人間破壊」が「構造的」に起きているのに「仕方ない」ならその職場は終わっている。
　　　社会と隔絶する状況に陥る被害者が繰り返し生産される。
　(5) 厚労省の指摘だけでは十分ではない
被害者の側のコミュニケーション問題としてとらえてしまうと問題を見誤る。
第６　ハラスメント問題をどう解決するか
　１　解決の視点
　　　　人間を大切にするということを、どう普及徹底するかの問題。
　　　　人間を大切にするとは憲法の視点（憲法第13条）。労働法の視点（労働基準法第1条「人たるに値する生活」）。
　　　　個人の気まぐれで起こる問題ではないことを自覚する。
　　　＜より大きくとらえれば＞
　　　　　国に対して法制化と啓蒙を求める、メンタルケアを求める
　　　　　労働行政における監督機能の強化を求める
　      　事業主、使用者に対して、安全配慮義務の徹底を求める。労働安全衛生法の徹底、活用を求める。ハラスメント被害者の職場復帰のあり方について検討させる。
　　　　　職場における協議を強化する→労働組合の役割大
　２　職場つくりの考え方
　　　　ＷＧの考え方は、均等法第11条1項に通じる。
　　　　均等法の定める指針
　　　　　何がセクハラに該当するかの基本的な考え方を定める。
　　　　　そのほか、職場で求められる対応についても定める。
　　　　　　・事業主としての方針の明確化、その周知
　　　　　　・相談、苦情への対応窓口をつくる
　　　　　　・発生した場合の迅速な対応
　　　　　　　　事実の確認、就業規則による対応
　３　具体策
　　　　就業規則にハラスメントについての考え方を明確に定める。
　　　　ハラスメントについて、実態を調査する機会を持つ。
　　　　職場で協議する機会を持つ。安全、衛生、安全衛生委員会を活用
　　　　管理職が研修する機会を複数回にわたって持つ。
　　　　発生を探知した時のフォロー
　　　　発生した場合の対処法を決めておく
　　　　　　窓口、事実確認の方法、事実を確認できた場合の手段のあり方（謝罪、懲戒、分離等）
　　　　　　職場を休職した従業員の復職のあり方を定める。
第７　労働組合の出番
　１　労働法の考える本来の解決枠組み
　　　　ハラスメント事例は本来、労働組合マターである。
　　　　憲法27条、28条
　　　　労働基準法1条2項、労働基準法92条
　　　　労働組合法16条、労働組合法1条、7条、8条
　　　　　　　↓
　労働法は、「契約自由の原則」「労使自治の原則」を前提に、労働者の生活の最低限の保障として、ミニマムとして保障しなければならない内容を基準法や契約法で保障したにすぎない。その余の部分は、労使協議と合意によってルールが形成、規律されることになる。その際の労働者側の力関係の弱さに鑑み、労働組合の存在と活動に、強力な保護を与えることとした。
　２　心がけたいこと
・職場におけるルール作り、その充実を心かける。
・団交や安全衛生委員会での討議を。
　　・職場、組合内外におけるコミュニケーション能力の向上
　　　　労働組合における民主主義（労組法5条～11条）
　　　　「孤立させない」ことと、「コミュニケーションスキルの向上」と
　　・事例の集約、研究
　３　発生への対応
　　　組合が介入して問題ない場合
　　　　事実をよく聞き取る。
　　　　被害者を孤立させない。
　　　　基金への申請や、休職から復職へのアドバイス。
　　　　団交による解決。
第８　ハラスメントへの当座の対応～労働者の自衛策
　１　ハラスメントの解決のための視点
　    個人の気まぐれの問題ではないことを自覚する
　　　　長時間労働や、権利が行使できない、組合差別など、様々なマイナス要因蓄積の結果
　　　ハラスメントに対抗する法の知識を持つ
　　　ハラスメントを起こさない職場作りをめざし、実践する
　２　実践する具体的内容
　(1) 予防的には
・就職するときは、就業規則に整備されているかなど、体制を確認して働きやすい会社を選ぶ
・働き始めたら社内の意識の改革が必要な部分について啓蒙活動を行う～労働組合による団交など
・「労組をつくれ」あるいは「労組に入れ」の対応→「労組をつくれ」という対応を第一義的に考えたい。
　→自身の職場でのコミュニケーションはどうなのか
　　自分の要求は職場の支持を受けうるものなのか
　　解決・職場作りの主役は、自分であることを明確にする。
　(2) 自衛策的には
　　　自分がハラスメントの対象になる場合
　毅然と中止要求を行うと共に、会社に対し改善を要求する
　事実関係の集約に努める～メモや音声記録を取る、第三者に相談する
　一人で抱え込まずに相談する～専門家と医師が望ましい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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